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1 序論 
第 1章 序論 
 
1.1 研究背景 
 
 日本は世界有数の地震大国であり、古くから住宅やビル、学校建築などの建築物が大地震
によって被害を受けてきた。その度に建物被害から建築物の耐震性能についての知見を得
ている。過去には、1968 年の十勝沖地震や 1978 年の宮城県沖地震において柱せん断破壊
が発生した建物が数多く見られ、それを防止するために 1971 年には建築基準法施工令の改
正が行われ、また 1981 年には新耐震設計法が導入されている。近年では 1995 年に兵庫県
南部地震が発生したが、新耐震基準が施行される以前に建てられた建築物での被害が大き
く、施行後に建てられた建築物の被害は小さかった。これにより、新耐震基準以前の建物の
耐震補強の必要性が強く指摘された。 
特に学校建築では、日常的に多くの子供が利用し、また災害時には避難所としてなど災害
拠点の役割を果たすため、耐震補強が強く推し進められている。実際に文部科学省が発表し
た「平成 30 年度公立学校施設の耐震改修状況フォローアップ調査の結果について」1)によ
ると、平成 30 年度 4 月 1 日の時点で 98.9%の学校施設が構造体について耐震改修されてい
る(表 1.1.1)。 
 
表 1.1.1 学校建築の構造体の耐震化 1) 
 残棟数(棟) 耐震化率(%) 
H28 H29 H30 H28 H29 H30 
小中学校 2228 1399 978 98.1 98.8 99.2 
幼稚園 405 314 236 91.0 92.9 94.6 
高等学校 1054 619 521 96.4 97.9 98.2 
特別支援学校 50 35 35 99.1 99.4 99.4 
合計 3737 2367 1770 97.6 98.5 98.9 
 
 
 このように学校建築の構造体の耐震補強は国や地方自治体によって積極的に行われ、ほ
とんどの学校が耐震補強されている。 
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1 序論 
 2011 年時点では約 80%の学校建築が耐震補強されていたが、2011 年 3 月 11 日に東北地
方太平洋沖地震が発生した。被害は東日本の各地で発生し、沿岸部の津波被害が顕著であっ
たが、地震動による建築物の被害も数多く見られた。鉄筋コンクリート建物でも多くの被害
が生じている。東日本大震災合同調査報告書 2)によると、被害を受けた鉄筋コンクリート建
物の中には、耐震補強されている建物も複数報告されている。また同報告は耐震補強された
建物は未補強建物に比べ、基礎構造の被害が大きくなる傾向を指摘している。図 1.2.1に鉄
筋コンクリート建物における未補強建物と耐震補強された建物の基礎構造の被害分布を示
す。未補強建物において基礎構造に被害を受けた建物数は全体の約 13%だったのに対し、
耐震補強された建物では約 34%であった。 
 
 
未補強建物     耐震補強済み建物 
図 1.2.1 鉄筋コンクリート建物の基礎被害の分布 
 
 
 学校建築では被災した後に避難所などの災害拠点としての役割、また教育活動の早期再
開を可能とするために、被災後の継続的な建物の使用が必要とされる。そこで耐震補強によ
って上部構造の安全性が保たれても、基礎構造が破壊してしまうと継続的使用が困難であ
る。よって、ほとんどの学校建築の耐震補強が終わっている現在、耐震補強された鉄筋コン
クリート建物の上部構造と基礎構造の地震被害の関連性を明らかにすることは重要である。 
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1 序論 
1.2 既往研究 
 
 本研究では耐震補強されたにも関わらず、上部構造は中破、杭基礎構造は大破した I 中学
校を対象とする。過去に同建物を対象とした研究が石木、新井、小川らによって行われてい
る。 
 石木ら 3)は、第２次耐震診断や杭を考慮しない多質点系モデルにおける地震応答解析を行
った。その結果、当該建物の上部構造の地震応答性状について明らかにした。 
 新井ら 4)は、多質点系モデルにおいて杭の影響を考慮し、地震応答解析を行った。その結
果、耐震補強によって上部構造の水平剛性が大きくなり、相対的に杭剛性が小さくなったた
め杭基礎構造の被害が大きくなったと指摘した。 
 小川ら 5)は、杭を考慮しない立体骨組み解析モデルを作成し地震応答解析を行った。その
結果、連層ブレース付帯柱に大きな変動軸力が生じたため杭基礎の破壊が進んだ可能性、ま
た現行の耐震診断がせん断破壊する柱の靭性を過大評価している可能性を指摘している。 
 
 
 
1.3 研究目的 
 
 以上のことを踏まえて、耐震補強が鉄筋コンクリート建物の上部構造および基礎構造に
及ぼす影響について、地震応答解析を行って明らかにする。 
 
 
 
1.4 研究概要 
 
 本研究では、東北地方太平洋沖地震で被災した、耐震補強されたが上部構造は中破、基礎
構造は大破した I 中学校を対象とする。I 中学校は栃木県の丘陵地に位置し、本震時の気象
庁震度は 6 強であった。この建物について、耐震補強前後の杭を含めた立体骨組みモデル
を作成し、地震応答解析を行う。これにより、耐震補強が上部構造および基礎構造に及ぼす
影響について、比較・考察を行う。 
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2 建物概要 
第 2章 建物概要 
 
2.1 敷地概要 
 
図 2.1.1 に I 中学校が位置する周辺の地形図 1)を示す。I 中学校は栃木県芳賀郡に位置す
る公立中学校である。付近の丘陵の標高は 100~150m 程度で、標高 95m 程度の川によって
形成された谷底低地に向かって斜面となっている。敷地付近の丘陵と谷底低地の境界には、
狭小な段丘地形が見られ、市貝町の古くからの集落や役場はこの段丘面上に形成されてい
る。一部の谷では埋め立てが行われた。 
図 2.1.1 I中学校周辺の地形図 1) 
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2 建物概要 
 図 2.1.2 に I 中学校付近の模式断面図 1)を示す。I 中学校の地表面は関東ローム層で覆わ
れており、それ以下は洪積層によって構成されている。 
 
 
図 2.1.2 敷地の模式断面図 1) 
 
 
 地盤の詳細な検討については、第 4 章の地震動作成で行うとする。 
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2 建物概要 
2.2 建物概要 
 
 図 2.2.1 に I 中学校の配置図を示す。I 中学校は普通教室棟(本研究対象)、特別教室棟、
音楽棟、技術室、体育館、武道場、給食室、部室棟、プールから構成されている。本研究で
は普通教室棟を研究対象とする。普通教室棟はエキスパンションジョイント(100mm)で特
別教室棟と繋がっている。図 2.2.1のハッチング部は埋め立て部を示す。 
 
図 2.2.1 I中学校配置図 
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2 建物概要 
 研究対象である I 中学校普通教室棟は、新耐震設計法以前の 1974 年に竣工した塔屋付き
3 階建ての鉄筋コンクリート造である(写真 2.2.1、写真 2.2.2)。基礎構造は杭基礎(群杭)
で、桁行方向は 19 スパン、梁間方向は 1 スパンであり、耐震壁付きのフレーム構造である。
構造階高は 1 階で 5300mm、2 階および 3 階では 4715mm である。各階の推定重量は 1 階
が 16418kN、2 階が 14333kN、3 階が 11631kN である。 
写真 2.2.1 普通教室棟南面 
 
写真 2.2.2 普通教室棟北面 
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2 建物概要 
2.3 耐震補強 
 
 当該建物は 2009 年に耐震補強が行われた。桁行方向 1,2 階およびペントハウス階に鉄骨
ブレース(写真 2.3.1)、また下階壁抜け柱を解消するために RC 耐震壁が設置された。3 階
では十分な耐震性能があると判断され、耐震補強がされなかった。 
 表 2.3.1 に耐震補強前後の桁行方向 2 次診断結果 2)を、図 2.3.1 に構造耐震指標 Is 値の
推移 2)を、図 2.3.2 に桁行方向の累積強度指標-靭性指標関係 2)をそれぞれ示す。耐震補強
の結果、構造耐震指標 Is の値は桁行方向 1 階で 0.43 から 0.71、2 階で 0.48 から 0.79、3 階
で 0.64 から 0.67 に上昇した。 
写真 2.3.1 設置された鉄骨ブレース 
 
表 2.3.1 桁行方向の 2次診断結果 2) 
補強前 
 
補強後 
階 SD T Is Fu CTU CTU・SD
PH 1.000 0.671 (5)式 0.654 2.35 0.286 0.29
3 0.900 0.727 (5)式 0.638 1.00 0.727 0.65
2 0.900 0.542 (5)式 0.476 1.00 0.542 0.49
1 0.900 0.488 (5)式 0.428 1.00 0.488 0.44
0.975
Eo
階 SD T Is Fu CTU CTU・SD
PH 0.900 1.372 (4)式 1.204 1.61 0.851 0.77
3 0.950 0.727 (5)式 0.673 1.00 0.727 0.69
2 0.950 0.852 (5)式 0.789 1.00 0.852 0.81
1 0.950 0.770 (5)式 0.713 1.00 0.770 0.73
0.975
Eo
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2 建物概要 
 
 
図 2.3.1 構造耐震指標 Is値の推移 2) 
 
 
図 2.3.2 累積強度指標-靭性指標関係 2) 
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2 建物概要 
2.4 建物図面 
 
 以下に、I 中学校の耐震補強後の建物図面を示す。 
 図 2.4.1に杭伏図、図 2.4.2に平面図、図 2.4.3に軸組図、図 2.4.4に立面図を示す。 
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2 建物概要 
 
(e) E通り 
(b) B通り 
(c) C通り 
(d) D通り 
(a) A通り 
図 2.4.3 軸組図(補強後) 
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2 建物概要 
 
 
(i) 4 通り (m) 8通り 
 
 
(h) 3 通り (l) 7通り 
  
(g) 2 通り (k) 6通り 
 
 
(f) 1 通り (j) 5通り 
図 2.4.3 軸組図(補強後) 
9500
A
7000
16500
C D
3
8
0
0
9
0
0
3
3
0
0
8
5
0
3
3
5
0
8
0
0
1
1
0
0
5
0
0
4
7
0
0
4
1
5
0
4
1
5
0
1
3
0
0
0
2.SL
3.SL
G.L
R.SL2
8
5
0
7
5
0
2
0
0
0
3
6
0
0
9
5
0
PH.SL
F1 F2 F1
C1
C2
C2
C2
C1
C1
C1
C1
FG1 FG1
C1
C1
C1
C3
G2 G2
G6 G7
G3 G4
G15 G16
W150
W150
W150
W150
9500
A C
3
8
0
0
9
0
0
3
3
0
0
8
5
0
3
3
5
0
8
0
0
1
1
0
0
5
0
0
4
7
0
0
4
1
5
0
4
1
5
0
1
3
0
0
0
2.SL
3.SL
G.L
R.SL
C1
C1
C1
F1 F1
FG1
G15
G3
G6
C1
C2
C2
9500
A
7000 6000
22500
C D E
3
8
0
0
9
0
0
3
3
0
0
8
5
0
3
3
5
0
8
0
0
1
1
0
0
5
0
0
4
7
0
0
4
1
5
0
4
1
5
0
1
3
0
0
0
2.SL
3.SL
G.L
R.SL2
8
5
0
7
5
0
2
0
0
0
3
6
0
0
9
5
0
PH.SL
C1
C1
C1
C1 C2
C1
C5 C1
F1 F1 F1F2
C1
C1
C1
C1
C2
FG1 FG1 FG1
G2 G2
G6 G7
G3 G4
G15 G16 G11
W150
W150
W150
W150
9500
A C
3
8
0
0
9
0
0
3
3
0
0
8
5
0
3
3
5
0
8
0
0
1
1
0
0
5
0
0
4
7
0
0
4
1
5
0
4
1
5
0
1
3
0
0
0
2.SL
3.SL
G.L
R.SL
C1
C1
C1
F1 F1
FG1
G15
G3
G6
C1
C1
C1
7200
A B
2300 7000 6000
22500
C D E
3
8
0
0
9
0
0
3
3
0
0
8
5
0
3
3
5
0
8
0
0
1
1
0
0
5
0
0
4
7
0
0
4
1
5
0
4
1
5
0
1
3
0
0
0
2.SL
3.SL
G.L
R.SL
C1
C1
C1
FG1 FG1 FG1FG1
C1
C1
C1C1C1 C1
C2
C2
F1 F1 F1 F1 F1
G12 G13 G14 G11
G1 G2
G6G6
9500
A C
3
8
0
0
9
0
0
3
3
0
0
8
5
0
3
3
5
0
8
0
0
1
1
0
0
5
0
0
4
7
0
0
4
1
5
0
4
1
5
0
1
3
0
0
0
2.SL
3.SL
G.L
R.SL
C1
C1
C1
F1 F1
FG1
G15
G3
G6
C1
C2
C2
3
8
0
0
9
0
0
1
1
0
0
5
0
0
4
7
0
0
2.SL
G.L
7200
A B
G11
C1C1
FG1
F1 F1
9500
A
7000
16500
C D
3
8
0
0
9
0
0
3
3
0
0
8
5
0
3
3
5
0
8
0
0
1
1
0
0
5
0
0
4
7
0
0
4
1
5
0
4
1
5
0
1
3
0
0
0
2.SL
3.SL
G.L
R.SL
C1
C1
C1
C1
C2
C2C1
C1
C4
F1 F1F3
FG1 FG1
G15 G16
G4G3
G6 G7
 18 
 
2 建物概要 
   
(q) 12通り (u) 16通り (y) 20通り 
   
(p) 11通り (t) 15通り (x) 19通り 
   
(o) 10通り (s) 14通り (w) 18通り 
   
(n) 9通り (r) 13通り (v) 17通り 
9500
A C
3
8
0
0
9
0
0
3
3
0
0
8
5
0
3
3
5
0
8
0
0
1
1
0
0
5
0
0
4
7
0
0
4
1
5
0
4
1
5
0
1
3
0
0
0
2.SL
3.SL
G.L
R.SL
C1
C1
C1
F1 F1
FG1
G15
G3
G6
C1
C2
C2
9500
A C
3
8
0
0
9
0
0
3
3
0
0
8
5
0
3
3
5
0
8
0
0
1
1
0
0
5
0
0
4
7
0
0
4
1
5
0
4
1
5
0
1
3
0
0
0
2.SL
3.SL
G.L
R.SL
C1
C1
C1
F1 F1
FG1
G15
G3
G6
C1
C2
C2
A C D
9500 7000
16500
3
8
0
0
9
0
0
3
3
0
0
8
5
0
3
3
5
0
8
0
0
1
1
0
0
5
0
0
4
7
0
0
4
1
5
0
4
1
5
0
1
3
0
0
0
2.SL
3.SL
G.L
R.SL
C1
C2
C2
C1
C2
C2
C1
F1 F1F1
FG1 FG1
G25 G14
G9
G6
RW1
C2
9500
A C
3
8
0
0
9
0
0
3
3
0
0
8
5
0
3
3
5
0
8
0
0
1
1
0
0
5
0
0
4
7
0
0
4
1
5
0
4
1
5
0
1
3
0
0
0
2.SL
3.SL
G.L
R.SL
C1
C1
C1
F1 F1
FG1
G15
G3
G6
C1
C2
9500
A C
3
8
0
0
9
0
0
3
3
0
0
8
5
0
3
3
5
0
8
0
0
1
1
0
0
5
0
0
4
7
0
0
4
1
5
0
4
1
5
0
1
3
0
0
0
2.SL
3.SL
G.L
R.SL
C1
C1
C1
F1 F1
FG1
G15
G3
G6
C1
C1
C1
9500
A
7000
16500
C D
3
8
0
0
9
0
0
3
3
0
0
8
5
0
3
3
5
0
8
0
0
1
1
0
0
5
0
0
4
7
0
0
4
1
5
0
4
1
5
0
1
3
0
0
0
2.SL
3.SL
G.L
R.SL
C1
C1
C1
C1
C2
C2C1
C2
C4
F1 F1F3
FG1 FG1
G15 G17
G5G3
G6 G7
W150
W150
W150
9500
A C
3
8
0
0
9
0
0
3
3
0
0
8
5
0
3
3
5
0
8
0
0
1
1
0
0
5
0
0
4
7
0
0
4
1
5
0
4
1
5
0
1
3
0
0
0
2.SL
3.SL
G.L
R.SL
C1
C1
C1
F1 F1
FG1
G15
G3
G6
C1
C2
C2
9500
A C
3
8
0
0
9
0
0
3
3
0
0
8
5
0
3
3
5
0
8
0
0
1
1
0
0
5
0
0
4
7
0
0
4
1
5
0
4
1
5
0
1
3
0
0
0
2.SL
3.SL
G.L
R.SL
C1
C1
C1
F1 F1
FG1
G15
G3
G6
C1
C2
C2
9500
A
7000
16500
C D
3
8
0
0
9
0
0
3
3
0
0
8
5
0
3
3
5
0
8
0
0
1
1
0
0
5
0
0
4
7
0
0
4
1
5
0
4
1
5
0
1
3
0
0
0
2.SL
3.SL
G.L
R.SL
C1
C1
C1
C1
C2
C2C1
C1
C4
F1 F1F2
FG1 FG1
G15 G16
G4G3
G6 G7
W150
W150
W150
9500
A C
3
8
0
0
9
0
0
3
3
0
0
8
5
0
3
3
5
0
8
0
0
1
1
0
0
5
0
0
4
7
0
0
4
1
5
0
4
1
5
0
1
3
0
0
0
2.SL
3.SL
G.L
R.SL
C1
C1
C1
F1 F1
FG1
G15
G3
G6
C1
C2
C2
9500
A C
3
8
0
0
9
0
0
3
3
0
0
8
5
0
3
3
5
0
8
0
0
1
1
0
0
5
0
0
4
7
0
0
4
1
5
0
4
1
5
0
1
3
0
0
0
2.SL
3.SL
G.L
R.SL
C1
C1
C1
F1 F1
FG1
G15
G3
G6
C1
C2
C2
9500
A
7000
16500
C D
3
8
0
0
9
0
0
3
3
0
0
8
5
0
3
3
5
0
8
0
0
1
1
0
0
5
0
0
4
7
0
0
4
1
5
0
4
1
5
0
1
3
0
0
0
2.SL
3.SL
G.L
R.SL
C1
C1
C1
C1
C2
C2C1
C1
C4
F1 F1F1
FG1 FG1
G15 G16
G4G3
G6 G7
図 2.4.3 軸組図(補強後) 
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2 建物概要 
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図 2.4.4 立面図(補強後) 
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2 建物概要 
 以下に、建物部材リストを示す。 
 表 2.4.1に柱、表 2.4.2に梁、表 2.4.3に壁、表 2.4.4にフーチングのリストを示す。 
 
 
 
 
 
 
 
表 2.4.1 柱断面リスト 
(b) 2階 
(c) 3階 
(a) 1階 
帯筋
幅×せい 550×500
記号
2-9Φ@165
柱頭
32-D22
C3 C4
柱脚
24-D22
C5
30-D22
C2
28-D22
20-D22
26-D22
24-D22 20-D2224-D22
C1
20-D22
帯筋
記号
16-D22
2-9Φ@165
550×500500×500
C1
幅×せい
C2
柱頭・柱脚
16-D22
12-D22
500×500
帯筋
C1
柱頭・柱脚
幅×せい
2-9Φ@165
記号 C2
550×500
12-D22
 21 
 
2 建物概要 
 
(b) 2階梁 
(a) 基礎梁 
表 2.4.2 梁断面リスト 
2-D10@200
350×1050
フカシ補強
2-2-D19
外端
350×1100
2-9Φ@200
幅×せい
あばら筋
内端
2-9Φ@200
中央
主筋 4-4-22Φ 4-4-22Φ3/2-3/2-22Φ
2-9Φ@200
FG1
350×900
4-4-22Φ2-4/2-22Φ
G13
2-9Φ@110
内端
あばら筋
3/2-4-22Φ
2-9Φ@110
中央
2-9Φ@110
主筋
2-9Φ@110
G14
あばら筋
幅×せい
2-3/2-22Φ
主筋
外端
2-9Φ@200
幅×せい
350×900幅×せい
5/2-4/2-22Φ3/2-3-22Φ
内端
3/2-2-22Φ
外端
350×900
2-9Φ@100
中央 内端
幅×せい
3/2-3-22Φ
中央
主筋
2-9Φ@200
G11
2-9Φ@200 2-9Φ@100あばら筋
5/3-5/2-22Φ
2-9Φ@110
2-4/2-22Φ 2-4-22Φ
外端
2-9Φ@110
350×900
2-9Φ@110
幅×せい
内端
3/2-4-22Φ
2-9Φ@150
幅×せい
2-9Φ@110
外端
2-3/2-22Φ
2-9Φ@110
350×900
5/2-4-22Φ
内端
主筋
2-9Φ@110
3/2-4-22Φ
3/2-4-22Φ
2-9Φ@200
あばら筋
外端
2-9Φ@100
350×900
主筋 2-3/2-22Φ
中央
5/2-5/2-22Φ
G19
あばら筋
中央
G18
3/2-4-22Φ
350×900
350×900
主筋
あばら筋
G12
内端中央
幅×せい
幅×せい
中央
外端
2-4/2-22Φ
中央
あばら筋
あばら筋
主筋 5/2-4-22Φ
内端
内端
G15
5/3-5/2-22Φ
外端
外端
2-9Φ@200 2-9Φ@110
G16
G17
2-4/2-22Φ
あばら筋
3/2-4-22Φ
2-9Φ@110
5/3-5/2-22Φ
内端
2-9Φ@100
350×900
2-9Φ@200
外端
2-9Φ@100
幅×せい
2-9Φ@110
5/3-4/2-22Φ
中央
5/3-3/2-22Φ
2-9Φ@200
主筋
2-9Φ@110
主筋
あばら筋 あばら筋
内端
2-9Φ@110 2-9Φ@110
4/2-3-22Φ
主筋2-4/2-22Φ
G24
内端
中央
5/2-3/2-22Φ
2-9Φ@100 2-9Φ@100 2-9Φ@100
2-9Φ@200 あばら筋
2-3/2-22Φ 2-4/2-22Φ
外端
G20 G21
350×900
幅×せい 幅×せい
あばら筋
中央
2-9Φ@100
2-9Φ@200
2-4/2-22Φ
主筋
G22
中央 中央
あばら筋
5/2-3/2-22Φ
2-9Φ@150 2-9Φ@150
4/2-4-22Φ
主筋
幅×せい
内端
G23
2-9Φ@110
350×900 350×900
幅×せい
中央
主筋
2-9Φ@150
5/2-4/2-22Φ
主筋
2-9Φ@110
外端
幅×せい
2-4/2-22Φ
5/2-5/2-22Φ 5/3-5/2-22Φ
4/2-3-22Φ
350×900
G25
あばら筋
外端 外端内端 内端
主筋
外端
2-9Φ@100 2-9Φ@100
350×900
4/2-3-22Φ
外端
2-9Φ@200
内端
350×900
2-9Φ@110
3/2-3-22Φ 4/2-3/2-22Φ
2-4/2-22Φ
2-9Φ@110
幅×せい
4/2-3-22Φ
中央
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2 建物概要 
 
 
 
表 2.4.2 梁断面リスト 
(c) 3階梁 
あばら筋
主筋
350×850
3/2-3/2-22Φ
G8
3/2-3-22Φ
中央
あばら筋
外端 内端
2-9Φ@110
2-9Φ@200
350×850
2-9Φ@110
G5
2-3/2-22Φ
G9
あばら筋
あばら筋
2-9Φ@110
主筋
外端
主筋
350×850
4/2-3/2-22Φ
中央
内端
2-3/2-22Φ
3/2-2-22Φ 主筋
2-9Φ@110 2-9Φ@110
2-9Φ@110
G2
外端
2-4/2-22Φ
幅×せい
G3
2-9Φ@110
中央
3/2-2-22Φ
3/2-3-22Φ
内端
あばら筋
2-9Φ@200
幅×せい
2-9Φ@110
主筋
幅×せい
中央
幅×せい
4/2-3/2-22Φ
内端
G4
2-9Φ@200
2-9Φ@110
中央
4/2-2-22Φ
あばら筋
主筋
3/2-2-22Φ
2-9Φ@200
5/2-3-22Φ
内端
G1
350×850
2-3/2-22Φ
外端
2-3/2-22Φ
あばら筋
幅×せい
3/2-4-22Φ
350×850
外端
外端
350×850
350×850
G7
3/2-2-22Φ 主筋
あばら筋
2-9Φ@110
3/2-3/2-22Φ
2-9Φ@110
2-4/2-22Φ
幅×せい
主筋
G6
2-3/2-22Φ
4/2-4-22Φ 5/2-3-22Φ
外端
あばら筋2-9Φ@110
主筋
2-9Φ@110
内端
幅×せい
2-9Φ@200
2-9Φ@200
2-9Φ@110
外端
内端
2-9Φ@110
2-9Φ@110
幅×せい 350×850
3/2-2-22Φ
内端
内端
中央
2-9Φ@110
2-9Φ@110
2-3/2-22Φ
幅×せい
中央
2-9Φ@200
外端
3/2-3-22Φ
2-9Φ@200
2-9Φ@110
350×850
4/2-2-22Φ 2-4/2-22Φ
中央
中央
(e) PH階梁 
(d) R階梁 
2-3/2-22Φ
2-9Φ@110
外端
2-3/2-22Φ
外端
350×800350×800
2-9Φ@1102-9Φ@200
中央
2-9Φ@200
内端内端
2-9Φ@1102-9Φ@110
中央
G7
3/2-3-22Φ
G6
あばら筋あばら筋
主筋 主筋3/2-2-22Φ 3/2-2-22Φ
幅×せい幅×せい
3/2-2-22Φ
2-9Φ@110
中央
4-2-22Φ
中央
3/2-2-22Φ
内端内端
2-9Φ@110 2-9Φ@110
2-4-22Φ
2-9Φ@110
2-3/2-22Φ
G3G2
あばら筋あばら筋
主筋
2-9Φ@2002-9Φ@200
幅×せい幅×せい
主筋 4-2-22Φ3/2-2-22Φ
外端外端
350×750350×750
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表 2.4.3 壁断面リスト 
150 150100
CB
名称
断面
120
間仕切壁
1-9Φ@800
増設壁
1-9Φ@6001-9Φ@250
縦筋
横筋 2-9Φ,13Φ@150 1-D10@200
壁厚
1-D10@200
一般壁 階段室壁
2-9Φ,13Φ@1501-9Φ@250
RC300Φ　杭耐力：300kN/本
2
0
0
GL
9
0
0
4
0
0
1800
450
2
5
0
4
5
0
450
5
0
900
1
0
0
0
1
9
0
0
F1
1
8
0
0
4
5
0
5
0
0
RC300Φ　杭耐力：300kN/本
900
2700
4
5
0
4
0
0
1
8
0
0
2
0
0
5
0
0
F2
GL
4
5
0
5
0
450
2
5
0
450
9
0
0
1
0
0
0
1
9
0
0
900
RC300Φ　杭耐力：300kN/本
5
0
2
5
0
700
4
5
0
1
4
0
0
1
0
0
0
1
9
0
0
450
2300
4
5
0
4
0
0
450
2
0
0
5
0
0
700
2
3
0
0
GL
F3
表 2.4.4 フーチング断面リスト 
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2 建物概要 
 図 2.4.5 に杭断面図を示す。杭の貫入量は約 5～7m 程度であり、基礎の埋め込み部も考
慮すると、杭先端の位置は約 7～9m の深さである。また当該建物は群杭であり、1 つのフ
ーチングに 4～6 本の杭が設置されている。杭の詳細な図面がなかったため、建設当時の JIS
規格(JIS A5310)および被害調査の写真より推定した。 
 
図 2.4.5 杭断面図 
 
 
 表 2.4.5にコンクリートコア圧縮強度試験結果を示す。試験は I 町が実施し、コンクリー
トコアを各階の 3 か所から採取した。圧縮強度の推定値は文献 3)の式を用いて算出した。 
 
表 2.4.5 コンクリートコア圧縮強度試験結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
圧縮強度39.2N/mm2
SR24(SR235) 6-Φ9
300
60
19.4
24.1
26.6
28.1
24.2
24.4
36.4
19.4
15.2
※　基礎梁も1階のコンクリート強度使う
24.5
1階 23.7 11.2 18.1
2階 25.6 2.2
3階 23.4 3.7 21.5
コンクリート強度
(N/mm^2)
平均値
(N/mm^2)
標準偏差 推定強度
(N/mm^2)
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3 被害状況 
第 3章 被害状況 
 
3.1 上部構造の被害状況 
 
 栃木県に位置する I 中学校は 2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震によっ
て被災した。本震時の気象庁震度は 6 強であった。 
 被害調査は 2 回実施された。1 回目は本震から 1 か月経った 4 月に行われ、主に上部構造
の被害について調査された。2 回目は本震から 8 か月たった 11 月に行われ、余震による損
傷の進行および杭の採掘調査が行われた。 
 被災してから 1 か月経った 4 月時点での被害状況を、図 3.1.1 の伏図および図 3.1.2 の
軸組図に示す。被害は耐震補強の行われなかった 3 階部分に集中した。短柱での損傷度Ⅳ
のせん断破壊や損傷度Ⅲの激しいせん断ひび割れが発生した。また 1、2 階の鉄骨ブレース
から 1 スパン離れた C-8 柱で損傷度Ⅳのせん断破壊が発生した。同じく C-15 柱にも軽微
なせん断ひび割れが発生した。また、1 階の北側に突出した便所室では土間スラブの局所的
な沈下(約290mm)が発生した。4月時点での耐震性能残存率Rは桁行方向で1階はR=83%、
2階はR=86%、3階はR=77%であり、被災度は中破であった。梁間方向では 1階はR=95%、
２階は R=95%、3 階は R=83%であり、被災度は小破であった。 
 被災してから 8 か月経った 11 月時点での被害状況を、図 3.1.3の伏図および図 3.1.4の
軸組図に示す。1 回目の調査から 7 か月経っており、その間に震度 4 の余震が２回発生して
おり、全体で損傷が進行した。杭の損傷が原因と考えられる柱の傾斜が確認された。月時点
での耐震性能残存率 R は桁行方向で 1 階は R=67%、2 階は R=78%、3 階は R=76%であ
り、被災度は大破に近い中破であった。梁間方向では 1 階は R=94%、２階は R=95%、3 階
は R=83%であり、被災度は小破であった。表 3.1.1に桁行方向と梁間方向の耐震性能残存
率 R の推移を示す。 
 
表 3.1.1 桁行方向の耐震性能残存率 R 
桁行方向 1 階 2 階 3 階 判定 
1 ヶ月後(4 月) 83 86 77 中破 
8 ヶ月後(11 月) 67 78 76 中破(大破に近い) 
 
梁間方向 1 階 2 階 3 階 判定 
1 ヶ月後(4 月) 95 95 83 小破 
8 ヶ月後(11 月) 94 95 83 小破 
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3 被害状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 3.1.1 4 月時点の損傷状況(伏
図) 
(a)1階 
(b)2階 
(c)3階 
(d)PH階 
主筋露出 
帯筋露出 
壁筋露出 
壁筋フック露出 (非構造
壁) 
壁筋露出 
主筋露出 帯筋フック露出 
主筋露出 
頭文字なし：せん断柱 or 曲げ柱  ＊：未確認部材 
W：柱なし壁  CW：片側柱付き壁  CWC：両側柱付き壁 
赤丸：ジャンカを確認した柱 
緑丸：被災度区分判定で「せん断柱」に分類した柱 
※下付き文字はひび割れ種別(F：曲げ、S：せん断)を示す 
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3 被害状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 3.1.2 4月時点の損傷状況(軸組図) 
(a)A通り 
(b)B通り 
(c)C通り 
(d)D通り 
(e)E通り 
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3 被害状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 3.1.3 11月時点の損傷状況(伏図) 
(a)1階 
(b)2階 
(c)3階 
(d)PH階 
青矢印：計測した柱の傾斜と方向 
※斜体は 4 月から損傷が進行した部材あるいは 
 11 月の再調査で新たに損傷度を確認した部材を示す 
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3 被害状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 3.1.4 11月時点の損傷状況(軸組図) 
(a)A通り 
(b)B通り 
(c)C通り 
(d)D通り 
(e)E通り 
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3 被害状況 
 以下の写真 3.1.1にC通りにおける被害の大きかった柱の 4月時点での被害写真を示す。 
 
(a)1階 C-8 損傷度Ⅳ 
 
(b)3階 C-7 損傷度Ⅲ    (c)3階 C-8 損傷度Ⅳ 
写真 3.1.1 4月時点での柱の損傷状況 
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3 被害状況 
(d)3階 C-9 損傷度Ⅲ   (e)3階 C-10 損傷度Ⅲ 
 
 
(f)3階 C-11 損傷度Ⅳ 
写真 3.1.1 4月時点での柱の損傷状況 
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3 被害状況 
桁行方向 損傷度Ⅳ     梁間方向 損傷度Ⅳ 
(g)3階 C-12 
 
桁行方向 損傷度Ⅳ     梁間方向 損傷度Ⅲ 
(h)3階 C-13 
写真 3.1.1 4月時点での柱の損傷状況 
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3 被害状況 
(i)3階 C-14 損傷度Ⅲ 
 
 
(j)3階 C-11,12,13 
 
写真 3.1.1 4月時点での柱の損傷状況 
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3 被害状況 
以下の写真 3.1.2 に C 通りにおける被害の大きかった柱の 11 月時点での被害写真を示
す。 
 
(a)1階 C-7 損傷度Ⅲ 
 
(b)1階 C-9 損傷度Ⅲ    (c)1階 C-15 損傷度Ⅲ 
写真 3.1.2 11月時点での損傷状況 
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3 被害状況 
 
(d)2階 C-8 損傷度Ⅳ  (e)2階 C-15 損傷度Ⅲ 
写真 3.1.2 11月時点での損傷状況 
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3 被害状況 
 以下の写真 3.1.3～写真 3.1.2に柱以外の被害写真を示す。 
 
写真 3.1.3 3階 C-6におけるジャンカ 
 
 
写真 3.1.4 1階 B-1,2両側柱付き壁 損傷度Ⅲ(11月) 
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3 被害状況 
写真 3.1.5 1階 D-17,18両側柱付き壁 損傷度Ⅲ(11月) 
 
写真 3.1.6 1階 D-18,19両側柱付き壁 損傷度Ⅳ(4月) 
 
写真 3.1.7 1階柱なし壁 損傷度Ⅳ(4月) 
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3 被害状況 
写真 3.1.8 2階 D-4,5両側柱付き壁 損傷度Ⅲ(11月) 
 
写真 3.1.9 2階 D-17,18両側柱付き壁 損傷度Ⅲ(4月) 
 
写真 3.1.10 1階 C-5,6片側柱付き壁 損傷度Ⅲ(11月) 
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3 被害状況 
写真 3.1.11 1階 C-16,17片側柱付き壁 損傷度Ⅳ(11月) 
 
写真 3.1.12 便所室の土間スラブ沈下 
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3 被害状況 
3.2 基礎構造の被害状況 
 
 本震から 8 か月経った 2011 年 11 月に I 町役場によって杭の採掘調査が行われた。調査
位置を図 3.2.1に示す。C-8 および D-18 の位置にある杭のうち、計 4 本の杭について調査
を行った。 
 C-8 に位置する杭(写真 3.2.1)において、左杭では曲げひび割れおよびせん断ひび割れが
発生した。D-18 に位置する杭(写真 3.2.2)において、左杭はせん断破壊が発生し、また主
筋が座屈していた。右杭では杭頭部が激しく折損した。上部構造にも基礎構造の被害に起因
する被害が見られ、傾斜角 0.4～0.6%でランダムな方向に傾斜した柱が数本確認された。こ
れは本震時に杭が被害を受け、それからの余震で傾斜したと考えられる。以上から当該建物
の基礎構造の被災度区分判定は大破と判断され、取り壊しが決定した。なお、現在は新校舎
が建てられている(写真 3.2.3)。 
 
 
 
図 3.2.1 杭の採掘調査位置 
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3 被害状況 
左杭       右杭 
写真 3.2.1 C-8杭 
 
 
左杭        右杭 
写真 3.2.2 D-18杭 
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3 被害状況 
(a)新校舎 
(b)昇降口 
(c)廊下 
写真 3.2.3 新校舎の様子 
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4 地震動作成 
第 4章 地震動作成 
 
4.1 地盤調査 
 
 被災後の 2011 年 4 月~6 月および 2012 年 7 月に地盤調査が行われた。図 4.1.1 にボー
リング調査位置を、図 4.1.2に各位置でのボーリング調査結果 1)を示す。ボーリング調査は
7 か所で行われた。調査結果より、深さ 8m 程度の位置で N 値がやや大きくなっているが、
それより表層の部分では N 値が 20 に満たない程度である。杭先端深さは約 8m であること
から、当該建物は深さ 8m 付近を支持層としていることが考えられる。 
 
図 4.1.1 ボーリング調査位置 
屋内体育館
給食室
特別教室棟
普通教室棟
技術室
武道場
音楽棟
自転車置き場
学校林
テニスコート
中庭
渡り廊下 便所
運動場
プール
部室
渡り廊下
ボーリングNo,5
ボーリングNo,4
ボーリングNo,1
ボーリングNo,2
ボーリングNo,3
ボーリングNo,11
ボーリングNo,10
N
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4 地震動作成 
No.1 
図 4.1.2 ボーリング調査結果 
0
盛土(粘土質ローム)
盛土(ローム)
凝灰質粘土
礫混じり粘土
粘土
粘土質シルト
細砂
固結シルト
礫混じり細砂
シルト
粘土混じり
砂礫
10 20 30 40 50
N 値
標
尺
(m)
深
(m) 図
度
状
柱 岩
分
区
種
市貝中学校　ボーリング調査No,1
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
0.65
1.55
3.00
5.60
9.90
14.00
16.75
19.90
20.75
23.60
25.45
5
3
10
21
15
21
33
50
19
6
6
8
8
9
13
115
41
60
43
71
65
75
28
41
原
位
置試
験
位
置
試
取
採
料
No,1-1
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4 地震動作成 
No.2 
図 4.1.2 ボーリング調査結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
0 10 20 30 40 50
N 値
標
尺
(m)
深
(m) 図
度
状
柱 岩
分
区
種
市貝中学校　ボーリング調査No,2
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
2
1
2
2
12
24
38
27
7
7
9
8
18
4
11
15.45
13.50
9.95
5.75
粘土
粘土質シルト
盛土
粘土混じり
砂礫
(礫混じり
有機質粘土)
原
位
置試
験
位
置
試
取
採
料
No,2-2
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4 地震動作成 
No.4 
図 4.1.2 ボーリング調査結果 
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4 地震動作成 
No.10 
図 4.1.2 ボーリング調査結果 
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4 地震動作成 
No.11 
図 4.1.2 ボーリング調査結果 
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4 地震動作成 
 以上の地盤調査結果より、I 中学校における地層断面を推定する。断面は図 4.1.3に示す
ように A-A’、B-B’、C-C’をとるとする。その推定地層断面図を図 4.1.4に示す。 
 図 4.1.4より、I 中学校普通教室棟地下は概ね一様な地盤である。また、盛土層の分布か
ら埋め立て前はやや谷となっていた可能性がある。 
 
 
 
 
 
 
図 4.1.3 断面箇所 
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4 地震動作成 
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(a)A-A’地層断面図 
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B’’ 
 
 
 
 
 
 
(b)B-B’ B’-B’’地層断面図 
 
            C                                   C’ 
 
 
 
 
 
 
 
(c)C-C’地層断面図 
 
図 4.1.4 推定地層断面図 
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4 地震動作成 
4.2 地盤の地震応答解析 
 
 I 中学校付近に地震観測地点がないため、最寄りの芳賀観測地点の地中で観測された地震
波を I 中学校地下の地盤に入力して I 中学校地表面での地震波を作成する。その模式図を図
4.2.1 に示す。芳賀観測地点の地中で計測された地震波を I 中学校地下の工学的基盤(深さ
25m)に入力し、その深さから地表(深さ 0m)までをモデル化した地盤によって地震波を増幅
させる。 
 
 
 
 
 
 
    モデル化する地盤：ボーリング調査によりモデル化 
 約 25m 
 
 
    工学的基盤：地震動設定の基礎とする良好な地盤 
地震動の増幅を考慮しない 
 
 
 
 約 100m 
 
 
 
  芳賀 地中観測深さ 
 
図 4.2.1 地震動作成模式図 
 
 
 
I 中学校 
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4 地震動作成 
 図 4.2.2 に芳賀観測地点の地表及び地中における加速度時刻歴を示す。地中から地表に
かけて各方向の最大地動加速度は、NS 方向で約 4.5 倍、EW 方向で約 7 倍、UD 方向で約
4.5 倍となっている。 
 図 4.2.3 に加速度応答スペクトル、図 4.2.4 に速度応答スペクトル、図 4.2.5 に変位応
答スペクトルをそれぞれ示す(芳賀観測地点)。減衰定数は 3%し、スペクトルは Nigam らに
よる方法 2)(線形加速度法)で求めた。本震時における加速度応答スペクトル及び速度応答ス
ペクトルの卓越周期は NS 方向、EW 方向で 0.3～0.6 秒付近、UD 方向で 0.2 秒付近であっ
た。変位応答スペクトルについて、NS 方向及び EW 方向では地中から地表にかけて増大し
ているが、UD 方向では大きな変化は見られなかった。 
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4 地震動作成 
  
(a) NS方向(地中) (b) NS方向(地表) 
  
(c) EW方向(地中) (d) EW方向(地表) 
  
(e) UD方向(地中) (f) UD方向(地表) 
図 4.2.2 芳賀観測地点での加速度時刻歴 
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4 地震動作成 
  
a) NS方向(地中) (b) NS方向(地表) 
  
(c) EW方向(地中) (d) EW方向(地表) 
  
(e) UD方向(地中) (f) UD方向(地表) 
図 4.2.3 加速度応答スペクトル(芳賀) 
 
0
100
200
300
400
500
600
700
800
900
0 0.5 1 1.5 2 2.5 3
応
答
加
速
度
(g
al
)
周期(s)
0
500
1000
1500
2000
2500
3000
3500
4000
4500
5000
0 0.5 1 1.5 2 2.5 3
応
答
加
速
度
(g
al
)
周期(s)
0
100
200
300
400
500
600
700
800
0 0.5 1 1.5 2 2.5 3
応
答
加
速
度
(g
al
)
周期(s)
0
1000
2000
3000
4000
5000
6000
7000
8000
9000
0 0.5 1 1.5 2 2.5 3
応
答
加
速
度
(g
al
)
周期(s)
0
50
100
150
200
250
300
350
400
450
0 0.5 1 1.5 2 2.5 3
応
答
加
速
度
(g
al
)
周期(s)
0
500
1000
1500
2000
2500
3000
3500
4000
4500
0 0.5 1 1.5 2 2.5 3
応
答
加
速
度
(g
al
)
周期(s)
 57 
 
4 地震動作成 
  
(a) NS方向(地中) (b) NS方向(地表) 
  
(c) EW方向(地中) (d) EW方向(地表) 
  
(e) UD方向(地中) (f) UD方向(地表) 
図 4.2.4 速度応答スペクトル(芳賀) 
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4 地震動作成 
  
(a) NS方向(地中) (b) NS方向(地表) 
  
(c) EW方向(地中) (d) EW方向(地表) 
  
(e) UD方向(地中) (f) UD方向(地表) 
図 4.2.5 変位応答スペクトル(芳賀) 
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4 地震動作成 
 4.1 章の地盤調査のボーリング調査結果 No.4 より、I 中学校地下の地盤のモデル化を行
う。各層について地質と N 値は調査結果が出ているが、せん断波(S 波)速度や単位体積重量
は詳細な調査が行われていないため明らかになっていない。よって、N 値を用いて表 4.2.1
に示す中央防災会議による式 3)から算出する。また土の繰返しせん断特性は次式に示す実験
式で最も代表的な Hardin-Drnevich モデル 4)を用いている。 
 
 
𝐺
𝐺0
=
1
1 +
𝛾
𝛾0.5
、ℎ = ℎ𝑚𝑎𝑥 (1 −
𝐺
𝐺0
) 
𝐺0：微小ひずみ時のせん断弾性定数(= 𝜌𝑉𝑠
2) 
𝜌：単位体積重量 
Vs：せん断波速度 
𝛾0.5：基準ひずみ(粘性土 0.18%、砂質土 0.10%) 
ℎ𝑚𝑎𝑥：最大減衰定数(粘性土 17%、砂質土 21%) 
 
 
 各層の基準せん断ひずみおよび最大減衰定数は古山田・宮本らの提案値 5)を用い、基準せ
ん断ひずみは粘性土 0.18%、砂質土 0.10%とし、最大減衰定数は粘性土 17%、砂質土 21%
と設定した。また最小減衰定数は粘性土、砂質土ともに 2%とした。有効ひずみは周波数に
よらないとして、有効ひずみ係数αは 0.65 とした。層は土質別に分割を行い、さらに層厚
が 0.7m～1.0m 程度になるように細分割を行った。 
表 4.2.2 に作成した地盤のモデル化を示す。表 4.2.2 より、深度－20.9m 以深の砂礫層
で推定せん断波速度が 400m/s を超えることから、砂礫層以深を工学的基盤と判断し、地震
波の入力を行う。 
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4 地震動作成 
 
 
表 4.2.1 中央防災会議による式 2) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 地質名 記号 N 値 
湿潤密度 
(g/cm3) 
S 波速度𝑉𝑠(km/s) P 波速度𝑉𝑝 (km/s) 
沖 
 
積 
埋立 
F1 0~4 1.6 
112.73𝑁0.256 ∗ 1.000 ∗ 0.885 5.099𝑉𝑠  F2 4~10 1.7 
F3 10~ 2.0 
腐植土 
Ap1 0~1 1.2 
112.73𝑁0.256 ∗ 1.000 ∗ 1.000 5.099𝑉𝑠  Ap2 1~ 1.3 
ローム 
Av1 0~4 1.4 
112.73𝑁0.256 ∗ 1.223 ∗ 1.000 5.099𝑉𝑠  Av2 4~ 1.5 
粘性土 
Ac1 0~2 1.4 
112.73𝑁0.256 ∗ 1.000 ∗ 1.000 5.099𝑉𝑠  
Ac2 2~4 1.5 
Ac3 4~8 1.6 
Ac4 8~15 1.7 
Ac5 15~30 1.8 
Ac6 30~ 1.8 
砂質土 
As1 0~4 1.7 
112.73𝑁0.256 ∗ 1.000 ∗ 0.885 5.099𝑉𝑠  
As2 4~10 1.8 
As3 10~30 1.9 
As4 30~50 1.9 
As5 50~ 1.9 
礫質土 
Ag1 ~20 1.9 
112.73𝑁0.256 ∗ 1.000 ∗ 0.900 5.099𝑉𝑠  
Ag2 20~30 2.0 
Ag3 30~50 2.0 
Ag4 50~ 2.1 
洪 
 
積 
腐植土 
Dp1 0~1 1.2 
112.73𝑁0.256 ∗ 1.000 ∗ 1.000 5.099𝑉𝑠  Dp2 1~ 1.3 
ローム 
Lm1 0~4 1.4 
112.73𝑁0.256 ∗ 1.223 ∗ 1.000 5.099𝑉𝑠  Lm2 4~ 1.5 
粘性土 
Dc1 0~2 1.5 
112.73𝑁0.256 ∗ 1.223 ∗ 1.000 5.099𝑉𝑠  
Dc2 2~4 1.6 
Dc3 4~8 1.7 
Dc4 8~15 1.8 
Dc5 15~30 1.8 
Dc6 30~ 1.8 
砂質土 
Ds1 0~4 1.8 
112.73𝑁0.256 ∗ 1.223 ∗ 0.885 5.099𝑉𝑠  
Ds2 4~10 1.8 
Ds3 10~30 1.9 
Ds4 30~50 1.9 
Ds5 50~ 2.0 
礫質土 
Dg1 ~20 1.9 
112.73𝑁0.256 ∗ 1.223 ∗ 0.900 5.099𝑉𝑠  
Dg2 20~30 2.0 
Dg3 30~50 2.0 
Dg4 50~ 2.1 
風化岩 RW 50~ 2.1 300 5.099𝑉𝑠  
岩盤 
R1 50~ 2.1 500 1800 
R2 50~ 2.0 700 2100 
R3 50~ 2.2 1500 3100 
R4 50~ 2.4 2500 4600 
R5 50~ 2.5 3000 5100 
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4 地震動作成 
 
 
表 4.2.3 地盤のモデル化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1 0.00 0.45 盛土 3 132.2 1.6 0.0018 17
2 -0.45 1.45 凝灰質粘土 3 182.6 1.6 0.0018 17
3 -1.90 0.85 凝灰質粘土 3 182.6 1.6 0.0018 17
4 -2.75 0.82 礫混じり粘土 15 275.8 1.8 0.0018 17
5 -3.57 0.82 礫混じり粘土 24 311.0 1.8 0.0018 17
6 -4.38 0.82 礫混じり粘土 24 311.0 1.8 0.0018 17
7 -5.20 0.75 礫混じり細砂 7 200.8 1.8 0.001 21
8 -5.95 0.75 礫混じり細砂 22 269.2 1.9 0.001 21
9 -6.70 0.70 粘土混じり砂礫 54 344.5 2.1 0.001 21
10 -7.40 0.70 粘土混じり砂礫 54 344.5 2.1 0.001 21 ←杭頭位置
11 -8.10 1.00 粘土混じり砂礫 68 365.5 2.1 0.001 21
12 -9.10 1.00 粘土混じり砂礫 22 273.8 2 0.001 21
13 -10.10 1.13 粘土 13 265.8 1.8 0.0018 17
14 -11.23 1.13 粘土 7 226.9 1.7 0.0018 17
15 -12.35 1.23 粘土質シルト 7 226.9 1.7 0.0018 17
16 -13.58 1.23 粘土質シルト 9 242.0 1.8 0.0018 17
17 -14.80 1.02 細砂 48 328.7 1.9 0.001 21
18 -15.82 1.02 細砂 47 326.9 1.9 0.001 21
19 -16.84 1.01 細砂 71 363.4 2 0.001 21
20 -17.85 0.75 硬質シルト 21 300.6 1.8 0.0018 17
21 -18.60 1.15 細砂 68 359.4 2 0.001 21
22 -19.75 1.15 細砂 83 378.2 2 0.001 21
23 -20.90 0.80 砂礫 136 436.4 2.1 0.001 21 ←工学的基盤
No.
上端深度
GL(m)
層厚(m) 土質 N値
中央防災会議の式 土の繰返しせん断特性
S波速度
(m/s)
単位体積重量
(t/m^3)
基準ひずみ 最大減衰定数(%)
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4 地震動作成 
解析には一次元重複反射理論に基づく等価解析プログラム DYNEQ6)を用いる。履歴減衰
は複素剛性 G*=G(1+2ih)の中に考慮し、散乱減衰は無視した。ここで等価線形解析の解析
方法は図 4.2.6に示すように初期値として仮定せん断ひずみγ0を与え、そのひずみにおけ
る各層のせん断剛性 G と減衰定数 h を用いて解析を行い、各層の最大応答せん断ひずみ
γmaxを求める。この時点で一般にγ0とγmaxは一致していないため、この最大せん断ひず
みγmaxを新しい仮定せん断ひずみとして計算を繰り返す。ただし新しいせん断剛性 G と減
衰定数 h は、γmaxに有効せん断ひずみ係数αを乗じた有効せん断ひずみαγmaxにおける
物性値とする。このようにして繰返し計算を行い、仮定せん断ひずみγ0と最大応答せん断
ひずみγmaxがすべての層で十分一致したら解析を終了させる。 
 
図 4.2.6 等価線形解析の方法 
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4 地震動作成 
 表 4.2.4 に地盤の地震応答解析結果、図 4.2.7 地表面および杭先端位置の加速度時刻歴
を、図 4.2.8 に地表面および杭先端位置の加速度応答スペクトル、図 4.2.9 に工学的基盤
に対する最大相対変位を示す。表 4.2.4の相対値は工学的基盤面に対する値である。 
表 4.2.4より、土の最大せん断ひずみは 0.16%であった。また表 4.2.4および図 4.2.7よ
り地表面の最大加速度は 585.5gal であり、杭先端における最大加速度は 396.5gal である。
工学的基盤に対する地表面の最大加速度は、表層地盤の増幅効果により 3.4 倍となった。一
方、杭先端位置に対する地表面の最大加速度は 1.5 倍となった。 
図 4.2.8より、減衰定数 h=3.0％時の地表面の加速度応答スペクトルは 0.1s と 0.3s で卓
越周期が見られた。I 中学校の一次固有周期は 0.26 秒である。地震波の卓越周期と建物の一
次固有周期が近い点から、地震時に当該建物は共振した可能性が考えられる。 
 図 4.2.9 より、深度 10m～15m において相対変位が急激に大きくなっている。これは深
度 10m から 15m にかけて軟弱な粘土層があるためである。一方、杭先端位置(図中の点線)
から上部の相対変位を見ると、相対変位はあまり大きくならない。よって、杭が地盤変変形
によって受ける力はあまり大きくなく、杭頭部の損傷は上部構造からの慣性力によるもの
だと考えられる。 
 
 
表 4.2.4 地盤の地震応答解析結果 
 最大加速度 
cm/s2 
最大相対速度 
cm/s 
最大相対変位 
cm 
土の最大せん断ひずみ 
% 
地表面 585.5 25.0 1.32 
0.16 
杭先端 396.5 18.9 1.12 
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4 地震動作成 
 
図 4.2.7 加速度時刻歴 
 
 
 
図 4.2.8 加速度応答スペクトル(減衰定数 3%) 
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4 地震動作成 
 
図 4.2.9 工学的基盤面に対する最大相対変位 
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4 地震動作成 
 図 4.2.10 に地盤の地震応答解析に用いた解析プログラム DYNEQ6)のフロー図を示す。
今回の解析では、ELASTMOD、SAWADA、FREQPROP、AMPRESP、FOURIE を使って
いない。 
 
 
 
図 4.2.10 DYNEQ フロー図 
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4 地震動作成 
CONTROL 基本制御データ 
TITLE  タイトル 
MATERIAL 材料特性 
LAYER  地盤データ 
EARTHQUAKE 地震波の定義 
RESPONSE 地震応答解析の実行 
TIMERESP 時刻歴の出力 
AMPRESP 増幅スペクトルの出力 
SPECOUT 応答スペクトルの計算 
FOURIE フーリエスペクトルの出力 
FREQPROP 周波数依存材料特性の出力 
ELASTMODEL 弾性定数の出力 
SAWADA 沢田らの略算法による計算 
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4 地震動作成 
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5 地震応答解析 
第 5章 地震応答解析 
 
5.1 モデル概要 
 
 I 中学校普通教室棟の地震時挙動を明らかにするために、建物-杭-地盤連成系の立体骨組
み解析モデルを作成し、地震応答解析を行う。解析には弾塑性解析プログラム SNAP1)を用
いた。図 5.1.1に耐震補強後モデルの全体図を示す。 
 各階で剛床を仮定し，P-⊿効果は無視した。柱・梁は材端に剛域を有する線材に置換し，剛域は直
交する部材のフェイス位置から 1/4 内側までとした。ただし，腰壁・垂壁および袖壁が取り付く場合
は，それらを柱・梁の剛域に加味した。また，フーチングと基礎梁の接合部はフーチングの底部まで
を剛域とした。柱梁部材のせん断変形は考慮し，ねじり変形は無視した。柱の剛性には柱主筋および
袖壁断面積の影響を，梁の剛性には梁主筋および腰壁・垂壁・スラブ断面積の影響をそれぞれ考慮し
た。コンクリートブロック壁および雑壁は重量のみ考慮し，耐力・剛性は無視する。ペントハウスは
直下の柱に節点荷重として入力することにより考慮した。各部材の材料特性は既往研究と同じ値を用
いた。 
 
 
 
 
図 5.1.1 I中学校耐震補強後モデル 
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5 地震応答解析 
■梁部材 
 
 図 5.1.2 に梁部材のモデル図を、図 5.1.3 に梁部材の復元力特性を示す。梁は材端に曲
げばねとせん断ばねを取り付けたモデルとし、軸変形は無視する。長期せん断力を考慮する
ため、せん断ばねは両端に配置した。 
 梁の曲げに対する復元力特性は図 5.1.3(a)に示すように、骨格曲線をトリリニアとし、
履歴特性を武田モデルとした。梁の曲げひび割れ耐力と曲げ終局耐力は略算式 2)によって算
出した。第 2 剛性(ひび割れ時)は菅野の剛性低下率 2)より算出し、第 3 剛性(終局時)は初期
剛性の 1/1000 とした。 
 梁のせん断に対する復元力特性は図 5.1.3(b)に示すように、骨格曲線をトリリニアとし、
履歴特性を原点指向型とした。梁のせん断ひび割れ耐力は文献から、せん断終局耐力は荒川
平均式 2)より算出した。第 2 剛性(ひび割れ時)は初期剛性の 0.24 倍とし、第 3 剛性(終局時)
は初期剛性の 1/1000 とした。最大耐力以降の耐力低下は解析の都合上、考慮しない。 
 
 
 
図 5.1.2 梁のモデル図 
 
 
    (a)曲げ     (b)せん断 
図 5.1.3 梁の復元力特性 
 
 
 
𝑴𝒄 
𝑴𝒖 
𝜽 
𝑲𝟎 
𝜶𝒚𝑲𝟎 
𝑸 
𝒅 
𝑸𝒄 
𝑸𝒖 
 71 
 
5 地震応答解析 
・梁の曲げひび割れ耐力 𝑴𝒃 𝒄 
𝑴𝒃 𝒄 = 𝟎. 𝟓𝟔√𝝈𝑩 ∙ 𝒁𝒆 (𝐍 ∙ 𝐦𝐦) 
𝜎𝐵：コンクリート圧縮強度(N/mm
2) 
𝑍𝑒：鉄筋を考慮した断面係数(mm
3) 
 
 
・梁の曲げ終局耐力 𝑴𝒃 𝒖 
・T 形はり 
𝑴𝒃 𝒖 = 𝟎. 𝟗 ∙ 𝒂𝒕 ∙ 𝝈𝒚 ∙ 𝒅 (𝐍 ∙ 𝐦𝐦) 
𝑎𝑡：引張鉄筋の断面積(mm
2) 
𝜎𝑦：引張鉄筋の降伏強度(N/mm
2) 
𝑑：圧縮縁から引張鉄筋重心までの距離(mm) 
 
・腰壁垂壁付はり 
𝑴𝒃 𝒖 = 𝒂𝒕𝒆 ∙ 𝝈𝒚 ∙ (𝒅𝒆 − 𝟎. 𝟓 ∙ 𝒙𝒏) (𝐍 ∙ 𝐦𝐦) 
𝑎𝑡𝑒 = 𝑎𝑡 + ∑ 𝑎𝑡
′ ∙ (
𝜎𝑦
′
𝜎𝑦
)  ただし、𝑎𝑡𝑒 ≤ (0.85𝐹𝑐 ∙ 𝑡 ∙
𝑥𝑛𝑏
𝜎𝑦
) − ∑ 𝑎𝑡
′ ∙ (
𝜎𝑦
′
𝜎𝑦
) 
𝑥𝑛 = 𝑎𝑡𝑒 ∙ 𝜎𝑦/(0.85 ∙ 𝐹𝑐 ∙ 𝑡) 
𝑥𝑛𝑏 =
𝜀𝑐 𝐵
𝜀𝑐 𝐵 + 𝜀𝑠 𝑦
𝑑𝑒 
𝑎𝑡：引張鉄筋の断面積(mm
2) 
𝑎𝑡
′：引張壁横筋の断面積(mm2) 
𝜎𝑦：引張鉄筋の降伏強度(N/mm
2) 
𝜎𝑦
′：引張壁横筋の降伏強度(N/mm2) 
𝐹𝑐：コンクリート圧縮強度(N/mm
2) 
𝑡：圧縮側の壁厚(ただし圧縮側に壁がない場合は、𝑡 = 𝑏)  (mm) 
𝑑𝑒：圧縮縁から引張鉄筋重心までの距離(mm) 
𝜀𝑐 𝐵：コンクリートの圧縮強度時ひずみ 
𝜀𝑠 𝑦：主筋の降伏強度時ひずみ 
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5 地震応答解析 
・剛性低下率𝜶𝒚 
𝒂/𝑫 ≥ 𝟐. 𝟎のとき 𝜶𝒚 = (𝟎. 𝟎𝟒𝟑 + 𝟏. 𝟔𝟒𝒏𝒑𝒕 +
𝟎. 𝟎𝟒𝟑𝒂
𝑫
) (
𝒅
𝑫
)
𝟐
 
𝒂/𝑫 < 𝟐. 𝟎のとき 𝜶𝒚 = (−𝟎. 𝟎𝟖𝟑𝟔 + 𝟎. 𝟏𝟓𝟗 ∙
𝒂
𝑫
) ∙ (
𝒅
𝑫
)
𝟐
 
𝑎：シアスパン長さ(mm) 
𝐷：部材せい(mm) 
𝑑：圧縮縁から引張鉄筋重心までの距離(mm) 
𝑛：ヤング係数比 
𝑝𝑡：引張鉄筋比 
 
 
・梁のせん断ひび割れ耐力 𝑸𝒃 𝒄 
𝑸𝒃 𝒄 = {
𝟎. 𝟎𝟖𝟓𝒌𝒄(𝑭𝒄 + 𝟓𝟎𝟎)
𝑴/(𝑸 ∙ 𝒅) + 𝟏. 𝟕
} 𝒃𝒋 (𝐤𝐠𝐟) 
𝑘𝑐：部材せいに対する補正係数(𝑑 < 40cm のとき 1.0、𝑑 ≥ 40cm のとき 0.72) 
𝐹𝑐：コンクリート圧縮強度(kgf/cm
2) 
𝑀/𝑄：シアスパン 
𝑑：圧縮縁から引張鉄筋重心までの距離(cm) 
𝑏：部材幅(cm) 
𝑗：応力中心間距離(cm) 
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5 地震応答解析 
 
・梁のせん断終局耐力 𝑸𝒃 𝒖 
・矩形はり 
𝑸𝒃 𝒖 = {
𝟎. 𝟎𝟔𝟖𝒑𝒕
𝟎.𝟐𝟑(𝑭𝒄 + 𝟏𝟖)
𝑴/(𝑸 ∙ 𝒅) + 𝟎. 𝟏𝟐
+ 𝟎. 𝟖𝟓√𝒑𝒘 ∙ 𝝈𝒘𝒚} 𝒃 ∙ 𝒋 (𝐍) 
𝑝𝑡：引張鉄筋比(%) 
𝐹𝑐：コンクリート圧縮強度(N/mm
2) 
𝑀/𝑄：シアスパン(ただし、1.0 ≤ 𝑀/(𝑄 ∙ 𝑑) ≤ 3.0) (mm) 
𝑑：圧縮縁から引張鉄筋重心までの距離(mm) 
𝑝𝑤：せん断補強筋比 
𝜎𝑤𝑦：せん断補強筋の降伏強度(N/mm
2) 
𝑏：部材幅(mm) 
𝑗：応力中心間距離(mm) 
 
・腰壁垂壁付はり 
𝑸𝒃 𝒖 = {
𝟎. 𝟎𝟓𝟑𝒑𝒕
𝟎.𝟐𝟑(𝑭𝒄 + 𝟏𝟖)
𝑴/(𝑸 ∙ 𝒅𝒆) + 𝟎. 𝟏𝟐
+ 𝟎. 𝟖𝟓√𝒑𝒘𝒆 ∙ 𝝈𝒘𝒚} 𝒃𝒆 ∙ 𝒋𝒆 (𝐍) 
𝑝𝑡：引張鉄筋比(%) 
𝐹𝑐：コンクリート圧縮強度(N/mm
2) 
𝑀/(𝑄 ∙ 𝑑𝑒)：シアスパン比(ただし、0.5 ≤ 𝑀/(𝑄 ∙ 𝑑) ≤ 2.0) 
𝑑𝑒：引張鉄筋群の重心から圧縮縁までの距離(mm) 
𝑝𝑤𝑒：等価せん断補強筋比 
  = 𝑝𝑤 (
𝑏
𝑏𝑒
) + 𝑝𝑠 (
𝑡
𝑏𝑒
)  …腰壁付はり・垂壁付はり 
  = 𝑝𝑤 (
𝑏
𝑏𝑒
) +
1
2
∑ 𝑝𝑠𝑖 (
𝑡𝑖
𝑏𝑒
)  …腰壁垂壁付はり 
𝑝𝑤：せん断補強筋比 
𝑏：部材幅(mm) 
𝑏𝑒：置換長方形断面における幅(mm) 
𝑝𝑠：壁の横補強筋比 
𝑡：壁厚(mm) 
𝜎𝑤𝑦：せん断補強筋の降伏強度(N/mm
2) 
𝑗𝑒：応力中心間距離(mm) 
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5 地震応答解析 
■柱部材 
 
 図 5.1.4 に柱部材のモデル図を示す。柱モデルは 2 方向曲げと軸力の相互作用を考慮で
きる Multi-Spring(MS)ばねと 2 方向のせん断ばねを取り付けたモデルとした。 
 柱のせん断に対する復元力特性は図 5.1.5に示すように、骨格曲線をトリリニアとし、履
歴特性を原点指向型とした。柱のせん断ひび割れ耐力は文献 2)から、せん断終局耐力は荒川
平均式 2)より算出した。第 2 剛性(ひび割れ時)は初期剛性の 0.24 倍とし 3)、第 3 剛性(終局
時)は初期剛性の 1/1000 とした。最大耐力以降の耐力低下は解析の都合上、考慮しない。 
 MS モデルに使用するコンクリートばねと鉄筋ばねの復元力特性を図 5.1.6に示す。コン
クリートばねは圧縮側をトリリニア、引張側をバイリニアとした。圧縮側は圧縮強度の 1/2
の耐力の点を第 1 折れ点とし、圧縮強度以降は耐力を一定とした。引張側は圧縮強度σBに
対して 0.33√𝜎𝐵を引張強度とし、引張強度以降のテンション・スティフニングを考慮した。 
また、コンクリートと鉄筋に付着滑りなどの影響を考慮するために文献による経験的なパ
ラメーター𝜅4)を用いた。柱のヒンジ領域は内法高さの 1/10 とした。MS モデルの鉄筋ばね
数は実際のもとの同じとし、コンクリートばねは 1 本あたりの支配面積は 50mm 角となる
ように配置した。 
 
 
図 5.1.4 柱のモデル図 
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5 地震応答解析 
 
 
図 5.1.5 柱のせん断に対する復元力特性 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a)コンクリート     (b)鉄筋 
図 5.1.6 MSモデルに用いる復元力特性 
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5 地震応答解析 
・柱のせん断ひび割れ耐力 𝑸𝒄 𝒄 
𝑸𝒄 𝒄 = (𝟏 +
𝝈𝟎
𝟏𝟓𝟎
) {
𝟎. 𝟎𝟖𝟓𝒌𝒄(𝑭𝒄 + 𝟓𝟎𝟎)
𝑴/(𝑸 ∙ 𝒅) + 𝟏. 𝟕
} 𝒃𝒋 (𝐤𝐠𝐟) 
𝜎0：軸方向応力度(kgf/cm
2) 
𝑘𝑐：部材せいに対する補正係数(𝑑 < 40cm のとき 1.0、𝑑 ≥ 40cm のとき 0.72) 
𝐹𝑐：コンクリート圧縮強度(kgf/cm
2) 
𝑀/𝑄：シアスパン 
𝑑：圧縮縁から引張鉄筋重心までの距離(cm) 
𝑏：部材幅(cm) 
𝑗：応力中心間距離(cm) 
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5 地震応答解析 
・柱のせん断終局耐力 𝑸𝒄 𝒖 
・矩形柱 
𝑸𝒄 𝒖 = {
𝟎. 𝟎𝟔𝟖𝒑𝒕
𝟎.𝟐𝟑(𝑭𝒄 + 𝟏𝟖)
𝑴/(𝑸 ∙ 𝒅) + 𝟎. 𝟏𝟐
+ 𝟎. 𝟖𝟓√𝒑𝒘 ∙ 𝝈𝒘𝒚 + 𝟎. 𝟏𝝈𝟎} 𝒃 ∙ 𝒋 (𝐍) 
𝑝𝑡：引張鉄筋比(%) 
𝐹𝑐：コンクリート圧縮強度(N/mm
2) 
𝑀/𝑄：シアスパン(ただし、1.0 ≤ 𝑀/(𝑄 ∙ 𝑑) ≤ 3.0) (mm) 
𝑑：圧縮縁から引張鉄筋重心までの距離(mm) 
𝑝𝑤：せん断補強筋比 
𝜎𝑤𝑦：せん断補強筋の降伏強度(N/mm
2) 
𝜎0：軸方向応力度(N/mm
2) 
𝑏：部材幅(mm) 
𝑗：応力中心間距離(mm) 
 
・袖壁付柱 
𝑸𝒄 𝒖 = {
𝟎. 𝟎𝟓𝟑𝒑𝒕
𝟎.𝟐𝟑(𝑭𝒄 + 𝟏𝟖)
𝑴/(𝑸 ∙ 𝒅𝒆) + 𝟎. 𝟏𝟐
+ 𝟎. 𝟖𝟓√𝒑𝒘𝒆 ∙ 𝝈𝒘𝒚 + 𝟎. 𝟏𝝈𝟎} 𝒃𝒆 ∙ 𝒋𝒆 (𝐍) 
𝑝𝑡：引張鉄筋比(%) 
𝐹𝑐：コンクリート圧縮強度(N/mm
2) 
𝑀/(𝑄 ∙ 𝑑𝑒)：シアスパン比(ただし、0.5 ≤ 𝑀/(𝑄 ∙ 𝑑) ≤ 2.0) 
𝑑𝑒：引張鉄筋群の重心から圧縮縁までの距離(mm) 
𝑝𝑤𝑒：等価せん断補強筋比 
  = 𝑝𝑤 (
𝑏
𝑏𝑒
) + 𝑝𝑠 (
𝑡
𝑏𝑒
)  …腰壁付はり・垂壁付はり 
  = 𝑝𝑤 (
𝑏
𝑏𝑒
) +
1
2
∑ 𝑝𝑠𝑖 (
𝑡𝑖
𝑏𝑒
)  …腰壁垂壁付はり 
𝑝𝑤：せん断補強筋比 
𝑏：部材幅(mm) 
𝑏𝑒：置換長方形断面における幅(mm) 
𝑝𝑠：壁の横補強筋比 
𝑡：壁厚(mm) 
𝜎𝑤𝑦：せん断補強筋の降伏強度(N/mm
2) 
𝜎0：軸方向応力度(N/mm
2) 
𝑗𝑒：応力中心間距離(mm) 
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5 地震応答解析 
■耐震壁 
 
 図 5.1.7 に耐震壁のモデル図を示す。耐震壁は 3 本柱モデルとし、壁板は壁面内方向の
曲げを負担する。MS ばねと、壁面内方向せん断力(付帯柱を含む)を負担するせん断ばねを
配置した。付帯柱はピン接合とし、上下梁は剛とする。 
 耐震壁のせん断に対する復元力特性は図 5.1.8に示すように、骨格曲線をトリリニア、履
歴特性を原点指向型モデルとした。耐震壁のせん断ひび割れ耐力は文献 2)から、せん断終局
耐力は文献 2)より算出した。第 2 剛性(ひび割れ時)は文献 2)から算出し、第 3 剛性(終局時)
は初期剛性の 1/1000 とした。 
 MS モデルに使用する材料の特性は柱モデルと同じとする。 
 
図 5.1.7 耐震壁のモデル図 
 
 
 
図 5.1.8 耐震壁のせん断に対する復元力特性 
 
 
𝑸 
𝒅 
𝑸𝒄 
𝑸𝒖 
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5 地震応答解析 
・耐力壁のせん断耐力低減係数𝒓 
𝒓 = 𝟏. 𝟎 − 𝒎𝒂𝒙 (√
𝒉𝟎 ∙ 𝒍𝟎
𝒉 ∙ 𝒍
，
𝒍𝟎
𝒍
，
𝒉𝟎
𝒉
) 
ℎ：梁軸心間距離(mm) 
ℎ0：開口高さ(mm) 
𝑙：柱軸心間距離(mm) 
𝑙0：開口長さ(mm) 
 
・耐力壁のせん断ひび割れ耐力 𝑸𝒘 𝒄 
𝑸𝒘 𝒄 = 𝒓 ∙ (𝟎. 𝟎𝟒𝟑 ∙ 𝒑𝒈 + 𝟎. 𝟎𝟓𝟏) ∙ 𝑭𝒄 ∙ 𝑨𝒘 (𝐤𝐠𝐟) 
𝑟：せん断耐力低減係数 
𝑝𝑔：壁体断面積に対する柱 1 本の主筋量の割合※(%) 
※側柱が連スパン壁の中柱となる場合は、その半分を考慮 
𝐹𝑐：コンクリート圧縮強度(kgf/cm
2) 
𝐴𝑤：壁体断面積(耐力壁の壁厚と側柱中心間距離の積)( cm
2) 
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5 地震応答解析 
・耐力壁のせん断終局耐力 𝑸𝒘 𝒖 
𝑸𝒘 𝒖 = 𝒓 ∙ {
𝟎. 𝟎𝟔𝟖𝒑𝒕𝒆
𝟎.𝟐𝟑(𝑭𝒄 + 𝟏𝟖)
√𝑴/(𝑸 ∙ 𝑫) + 𝟎. 𝟏𝟐
+ 𝟎. 𝟖𝟓√𝝈𝒘𝒉 ∙ 𝒑𝒘𝒉 + 𝟎. 𝟏𝝈𝟎} 𝒕𝒆 ∙ 𝒋 (𝐍) 
𝑟：せん断耐力低減係数 
𝑝𝑡𝑒：等価引張鉄筋比(%) 
𝐹𝑐：コンクリート圧縮強度(N/mm
2) 
𝑀/(𝑄 ∙ 𝐷)：シアスパン比(ただし、1.0 ≤ 𝑀/(𝑄 ∙ 𝐷) ≤ 3.0) 
𝐷：耐力壁全長※(mm) 
𝜎𝑤ℎ：壁横筋の降伏強度(N/mm
2) 
𝑝𝑤ℎ：𝑡𝑒を厚さと考えた場合の壁横筋比(ただし、𝑝𝑤ℎ ≤ 1.2%) 
𝜎0：軸方向応力度(N/mm
2) 
𝑡𝑒：置換長方形断面の幅(ただし、𝑡𝑒 ≤ 1.5𝑡) (mm) 
𝑗：応力中心間距離(mm) 
※側柱が連スパン壁の中柱となる場合は、その半分を考慮する。 
 
・耐力壁の剛性低下率𝛼𝑦  
𝜶𝒚 =
𝟎. 𝟒𝟔𝒑𝒘𝝈𝒚
𝑭𝒄
+ 𝟎. 𝟏𝟒 
𝑝𝑤：壁横筋比 
𝜎𝑦：壁横筋の降伏強度(kgf/cm
2) 
𝐹𝑐：コンクリートの圧縮強度(kgf/cm
2) 
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5 地震応答解析 
■鉄骨ブレース架構 
 
 図 5.1.9 に鉄骨ブレース架構のモデル図を示す。鉄骨ブレース斜材は軸ばねを有する両
端ピンのトレス材とし、実際の座屈長さ・角度となるように節点からオフセットさせ、剛域
として扱った。付帯柱は通常の柱と同じモデルである。また、上下梁は剛とする。このモデ
ルについては石木 5)が検討を行っている。 
 鉄骨ブレースの軸ばねの復元力特性は図 5.1.10に示すように、骨格曲線はバイリニアモ
デルとした。圧縮耐力は座屈指針 4)から算出した。降伏耐力以降の剛性は初期剛性の 1/1000
とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.1.9 鉄骨ブレース架構のモデル図 
 
 
図 5.1.10 鉄骨ブレースの軸ばねの復元力特性 
剛梁 
せん断ばね
(面外) 
剛梁 
オフセット 
オフセット 
軸ばね 
せん断ばね 
(面内) 
MSばね 
MSばね 
基礎ばね 
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5 地震応答解析 
・鉄骨ブレース(H 形鋼)の引張耐力𝑁𝑡 
𝑵𝒕 = 𝟐𝑨𝒇 ∙ 𝝈𝒚 + 𝑨𝒘 ∙ 𝝈𝒚𝒘𝒇  
𝐴𝑓、𝐴𝑤：片側フランジ、ウェブの有効断面積(mm2) 
𝜎𝑦、 𝜎𝑦𝑤𝑓 ：フランジ、ウェブの降伏強度(N/mm2) 
 
・鉄骨ブレースの圧縮耐力𝑁𝑐 
・𝜆 ≤ 𝛬のとき 
𝑵𝒄 = {𝟏 − 𝟎. 𝟒 (
𝝀
𝜦
)
𝟐
} 𝑵𝒕 
・𝜆 > 𝛬のとき 
𝑵𝒄 =
𝟎. 𝟔
(𝝀 𝜦⁄ )𝟐
𝑵𝒕 
ただし、 
𝜦 = √
𝝅𝟐 ∙ 𝑬
𝟎. 𝟔𝑭
 
𝛬：限界細長比 
𝐹：鉄骨の基準強度(フランジとウェブの基準強度のうち小さい方とする)(N/mm2) 
𝜆：細長比= ℓ𝑘 𝑖⁄  
ℓ𝑘：座屈長さ= rk ∙ ℓ0(mm) 
𝑟𝑘：座屈長さ係数=1.0 
ℓ0：トラスの可とう長さ(mm) 
 𝑖：断面二次半径(面内と面外の断面二次半径のうち小さい方とする)(mm) 
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5 地震応答解析 
■杭 
 
 図 5.1.11に杭のモデル図を示す。杭は群杭を 1 本に集約し、縦方向に 5 分割した。杭先
端付近は発生応力が小さいとして分割を粗くしている。 
 杭は曲げに対しては弾塑性とし，せん断に対しては弾性とした。杭の曲げ耐力は
Response20006)を用いて断面解析を行い算出した。曲げに対する復元力特性は図 5.1.12 に
示すように，骨格曲線はトリリニアとし、履歴特性は剛性低減型とした。 
杭水平地盤ばねは文献 7)を参考に復元力特性を Massing 則に従う双曲線モデル(Hardin-
Drnevich モデル)(図 5.1.13)とし、初期剛性を Fransis の式 8)から、極限地盤反力を Broms
の式 9)から算出した。また当該建物は郡杭であるため，水平地盤ばねについては郡杭の効果
を考慮した。杭に発生する摩擦は影響が小さいとして無視する。また、杭先端はピン支持と
する。 
 当該建物の杭は杭体のフーチングへの埋め込みがなく、杭主筋の定着も少ないため(写真
5.1.1)、杭頭の接合条件を半剛接合として扱い、杭は引き抜きに抵抗しないとする。 
 
 
図 5.1.11 杭モデル図 
 
 
 
 
杭水平地盤ばね 
ピン支持 
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5 地震応答解析 
 
図 5.1.12 杭の曲げに対する復元力特性 
 
図 5.1.13 杭水平地盤ばねの復元力特性 
 
写真 5.1.1 杭頭部の様子 
地
盤
反
力
P
変位δ
極限地盤反力 初期剛性 
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5 地震応答解析 
・杭水平地盤ばね 
kfSi =
1.3𝐸𝑆𝑖
1 − 𝜈𝑆𝑖2
(
𝐸𝑆𝑖𝐵
4
𝐸𝑃𝐼𝑃
)
1/12
 
 ESi ：i 層でのヤング係数 
 νSi ：i 層でのポアソン比 
 B ：杭径 
 EP ：杭ヤング係数 
 IP ：杭断面 2 次モーメント 
 
・杭頭固定度 10)(α=0.5 とする) ＊本研究では用いない 
α =
𝐾𝜃
𝐸𝐼𝛽 + 𝐾𝜃
 
 Kθ ：杭頭回転剛性(kN・m) 
 E ：杭ヤング係数(kN/m2) 
 I ：杭断面２次モーメント(m4) 
 β ：杭特性値(1/m) 
  β=(khB/4EI)1/4  
   kｈ ：水平方向地盤反力係数(kN/m3) 
   B ：杭径(m) 
   kh=kh0×(BH/0.3)-3/4 
   kh0 ：直径 0.3m の剛体円板による平板載荷試験の値に相当 
する水平方向地盤反力係数(kN/m3)。各種土質試験、 
調査より推定する場合は以下の式より求める。 
    kh0=αE0/0.3 
     α` ：換算係数 
     E0 ：地盤の変形係数(kN/m2) 
     BH ：基礎の換算載荷幅(m) 
      BH=(B/β)1/2  
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5 地震応答解析 
■基礎梁水平抵抗ばね ＊本研究では用いない 
 
 西→東載荷時に地盤と面で接触して抵抗するばねを建物東端に、東→西載荷時に地盤と
面で接触して抵抗するばねを建物西端に設置する(図 5.1.16)。図 5.1.14に基礎梁水平抵抗
ばねのモデルを示す。 
 復元力特性は図 5.1.15に示すように、骨格曲線はバイリニアとし、履歴特性はスリップ
型とした。引張りには抵抗しない。また、1 つのばねが負担する幅は隣り合うばねとの半分
の距離とする。ばね剛性は文献 11)より、極限支持力は文献 11)12)より算出した。また、面外
への変形は無視する。 
 
図 5.1.14 基礎梁水平抵抗ばね 
 
 
図 5.1.15 基礎梁水平抵抗ばねの復元力特性 
水平抵抗ばね 
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5 地震応答解析 
 
(a)西→東載荷時に抵抗するばね設置位置 
 
(b)西←東載荷時に抵抗するばね設置位置 
※ばねを設置するのは杭がある部分とする。 
図 5.1.16 基礎梁水平抵抗ばねの設置位置 
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5 地震応答解析 
・基礎梁水平抵抗ばね剛性 
KoF=ηk・αk・Be・Δl・kh 
ηk ：群杭効果を考慮した地盤反力係数の補正係数(=1.0) 
 αk ：単杭における地盤反力係数の補正係数(=1.0) 
 Be ：フーチング前面幅(m)。今回は 1 つの節点における負担幅とする。 
Δl ：地盤ばねの間隔(m)。ばねは 1 つなので、基礎梁の埋め込み深さ(1.6m) 
とする。 
 kh ：地盤反力係数(kN/m3)。ここでは杭頭固定度の算定時に使用したものを 
使う。 
 
・極限支持力 
PyF=ηp・αpF・Pu 
ηp ：群杭効果を考慮した極限支持力の補正係数(=1.0)。 
 αpF ：単杭における極限支持力の補正係数。 
  αpF=1.0+0.5・(z/Be) ≤3.0 
   z ：地盤面からの深さ(m)。ここでは基礎梁埋め込み深さ 
の半分とする(1.6/2=0.8 m)。 
 Pu ：受動土圧強度(kN)。 
  Pu=Kp・γ・x・2c(Kp)1/2+Kp・q 
   Kp ：受動土圧係数。 
    Kp=tan2(π/2+φ/2) 
     φ ：土のせん断抵抗角。 
    γ ：土の単位体積重量(kN/m3)。 
    x ：土圧作用深さ(m)。ここでは基礎梁埋め込み 
深さの半分とする(1.6/2=0.8 m)。 
    c ：粘着力(kN/m2)。 
    q ：地表載荷荷重(kN/m2)。 
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5 地震応答解析 
5.2 地震応答解析 
 
 4 章で作成した地震波を用いて地震応答解析を行う。地震動は 4 章で作成した地震動にお
ける 115～125 秒の 10 秒間とした。図 5.2.1に地震動入力図を示す。杭先端位置での地震
動をモデルに入力し，また杭水平地盤ばねを介してその深さでの地震動を入力し，基礎梁位
置(GL=0)には地表面での地震波を直接入力した。数値積分は Newmarkβ 法(β=1/4:平均
加速度法)を用い，時間刻みは 0.001 秒とした。減衰は瞬間剛性比例型とし，粘性減衰は 3%
とした。地震応答解析は耐震補強前モデルと耐震補強後モデルの 2 つのモデルに対して行
う。各階の重量は 1 階で 15730.6kN、2 階で 14107.9kN、3 階で 13312.2kN である。 
 
図 5.2.1 地震動入力図 
 
 
 
地表面地震波 
底面地震波 
各杭位置における 
地震波 
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5 地震応答解析 
5.3 上部構造の応答結果 
 
以下に耐震補強前モデルと耐震補強後モデルの上部構造の応答結果を示す。 
 表 5.3.1 に耐震補強前モデルの C 通りにおけるイベント一覧を、図 5.3.1 に耐震補強前
モデルの 1 秒ごとの破壊機構図を示す。図中の記号は凡例に示す通りである。 
 
表 5.3.1 耐震補強前モデルのイベント一覧 
時間 杭引抜き 1F 柱せん断破壊 2F 柱せん断破壊 3F 柱せん断破壊 step 
115.00 解析開始 0 
115.06  X17   6 
115.07   X19  7 
115.08  X5 X5  8 
115.09   X17  9 
115.11    X5 11 
115.23    X17 23 
115.28 X20    28 
116.16   X14  116 
116.18   X15  118 
116.19  X6   119 
116.20  X16   120 
116.34   X8  134 
116.35  X8 X7  135 
116.39   X9  139 
116.41  X7   141 
116.59  X15   159 
116.62   X13  162 
117.82   X11,X12  282 
118.44   X10  344 
118.45  X14   345 
120.09  X10   509 
120.14  X11   514 
120.15  X13   515 
120.16  X12   516 
120.17 X15    517 
120.38 X7 X9   538 
121.12   X6  612 
125.00 解析終了 1000 
 91 
 
5 地震応答解析 
 
 
 
図 5.3.1(0) 補強前モデル 115秒時 
 
 
 
 
 
 
〇：曲げひび割れ発生   ●：曲げ破壊 
△：せん断ひび割れ発生   △：せん断破壊 
◆：杭引抜き発生、ブレース降伏  ＊：ブレース座屈 
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図 5.3.1(1) 補強前モデル 116秒時 
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図 5.3.1(2) 補強前モデル 117秒時 
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図 5.3.1(3) 補強前モデル 118秒時 
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図 5.3.1(4) 補強前モデル 119秒時 
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図 5.3.1(5) 補強前モデル 120秒時 
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図 5.3.1(6) 補強前モデル 121秒時 
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図 5.3.1(7) 補強前モデル 122秒時 
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図 5.3.1(8) 補強前モデル 123秒時 
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図 5.3.1(9) 補強前モデル 124秒時 
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図 5.3.1(10) 補強前モデル 125秒時 
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表 5.3.2 に耐震補強前モデルの C 通りにおけるイベント一覧を、図 5.3.2 に耐震補強前
モデルの 1 秒ごとの破壊機構図を示す。図中の記号は凡例に示す通りである。 
 
 
表 5.3.2 耐震補強後モデルのイベント一覧 
時間 杭引抜き 1F 柱せん断破壊 2F 柱せん断破壊 3F 柱せん断破壊 step 
115.00 解析開始 0 
115.06   X19  6 
115.07  X17   7 
115.09  X5 X5  9 
115.10   X17 X5 10 
115.22    X17 22 
115.26 X20    26 
115.27 X12    27 
115.41 X9,X13    41 
115.42 X11    42 
115.61  X15   61 
116.33   X8  133 
116.35  X10 X7  135 
116.36  X12,X14   136 
116.50 X10,X15    150 
116.51 X14  X15  151 
116.52  X13   152 
116.53  X9,X11  X15 153 
116.76   X6  176 
118.59  X8   359 
119.73 X7    473 
121.09    X7 609 
123.12    X8 812 
125.00 解析終了 1000 
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図 5.3.2(0) 補強後モデル 115秒時 
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図 5.3.2(1) 補強後モデル 116秒時 
 
 
 
 
 
 
 
 
 105 
 
5 地震応答解析 
 
図 5.3.2(2) 補強後モデル 117秒時 
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図 5.3.2(3) 補強後モデル 118秒時 
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図 5.3.2(4) 補強後モデル 119秒時 
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図 5.3.2(5) 補強後モデル 120秒時 
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図 5.3.2(6) 補強後モデル 121秒時 
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図 5.3.2(7) 補強後モデル 122秒時 
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図 5.3.2(8) 補強後モデル 123秒時 
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図 5.3.2(9) 補強後モデル 124秒時 
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図 5.3.2(10) 補強後モデル 125秒時 
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 耐震補強前モデルについて、被害は 1 階および 2 階に集中し、ほとんどの柱でせん断破
壊が発生した。それに対して 3 階では被害が小さく、せん断破壊した柱は 2 本のみであっ
た。杭頭部では曲げ破壊したものがみられた。 
 
 耐震補強後モデルについて、1 階および 2 階の被害は補強前に比べて小さく、耐震補強の
効果がみられた。耐震補強が行われていない 3 階では 5 本の柱がせん断破壊し、補強前よ
りも被害が大きくなった。また、すべての杭で曲げ破壊が発生し、鉄骨ブレース架構下の杭
では引抜きが発生した。 
 
 図 5.3.3にC通りにおける実被害状況を、図 5.3.4にA通りにおける実被害状況を示す。
耐震補強後モデルと実被害状況を比較すると、C 通りについて、1 階および 2 階の鉄骨ブレ
ース架構付帯柱での被害が過大評価となり、また 3 階に被害が集中したことが再現できな
かった。A 通りの被害状況については、精度良く再現できた。 
 
 
 
 
 
図 5.3.3 C通り実被害状況 
 
図 5.3.4 A通り実被害状況 
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 図 5.3.5 に各層の最大層間変形角を、図 5.3.6 に耐震補強前後モデルの各階の層せん断
力-層間変形角関係を示す。図中の破線(オレンジ)は耐震補強前モデルを、実線(水色)は耐
震補強後モデルを示す。 
 耐震補強前モデルの 1 階と 2 階では、柱のせん断破壊に伴う層での降伏が確認され、層
間変形角が 1 階では 0.55%、2 階では 0.38%に達した。3 階ではせん断破壊した柱が少な
く、層としてはほぼ弾性の挙動を示した。 
 耐震補強後モデルでは、耐震補強を行った 1 階と 2 階では剛性および耐力の向上が見ら
れ、層の変形が半分程度に抑えられており、耐震補強の効果が確認された。１階と 2 階では
柱のせん断破壊が複数確認されたが、層の変形は小さく、ほぼ弾性の挙動であった。一方で
3 階では補強前に比べて層の変形が大きくなっており、せん断破壊した柱の数が増えた影響
が見られる。グラフでは 1 階と 2 階に比べ、剛性が下がり始めている。 
 
 
図 5.3.5 各層の最大層間変形角 
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2
3
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図 5.3.6 各層の層せん断力-層間変形角関係 
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5 地震応答解析 
 図 5.3.7 に各階の時刻歴の層間変位を示す。図中の破線(オレンジ)は耐震補強前モデル
を、実線(水色)は耐震補強後モデルを示す。 
 耐震補強前モデルにおいて、1 階と 2 階では 116.5 秒と 120.4 秒のあたりで変形が大きく
なっているが、3 階では変形がそれほど大きくならなかった。耐震補強後モデルでは、1 階
と 2 階で変形が大きくなる時間は見られず、耐震補強前モデルより変形が小さくなった。
一方で 3 階では耐震補強前モデルより変形が大きくなった。 
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図 5.3.7 各層の時刻歴層間変位 
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5 地震応答解析 
 実被害では 3 階に被害が集中し、1 階と 2 階ではせん断破壊した柱が少なかった。耐震補
強前後モデルに対して地震応答解析を行った。その結果、耐震補強前モデルでは 1 階およ
び 2 階で複数の柱がせん断破壊して変形が大きくなり、3 階では被害が小さかった。耐震補
強後モデルでは 1 階と 2 階で柱のせん断破壊が確認されたが、耐震補強によって耐力の向
上が見られ、変形が小さくなった。それに対し、耐震補強を行わなかった 3 階では補強前モ
デルよりせん断破壊する柱が増え、また層では降伏の開始が見られた。解析では 1 階およ
び 2 階の鉄骨ブレース付帯柱でせん断破壊し、実被害に比べ過大評価となった。 
 以上より、1 階および 2 階に施した耐震補強によって 1 階と 2 階では保有水平耐力が大
きくなり、破壊が小さくなった。それに対し、耐震補強を行わなかった 3 階では相対的に剛
性が小さくなり、１階と 2 階に先行して降伏が起こったことで変形が大きくなった。 
 鉄骨ブレース付帯柱の被害の過大評価について、実建物ではブレースの他に鉄骨枠組が
取り付けられているため、その鉄骨枠組によって付帯柱はモデルより耐力が大きかったと
考えられる。 
表 5.3.3に鉄骨ブレース架構上の柱の最大せん断力とせん断耐力の関係を示す。また、実
被害では鉄骨ブレース架構上 3 階の柱でせん断破壊が確認されたが、解析ではせん断破壊
しなかった。しかし、発生したせん断力は耐力の 75%~95%で分布しており、せん断破壊発
生近くまで接近していた。 
 
 
表 5.3.3 ブレース架構上の柱せん断力(kN) 
位置 X9 X10 X11 X12 X13 X14 
発生 Q 350.13 329.20 345.73 320.92 340.97 402.14 
耐力 Qu 424.76 
Q/Qu 0.82 0.78 0.81 0.76 0.80 0.95 
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5.4 杭基礎構造の応答結果 
 
 図 5.4.1 に C 通りにおける杭頭部の危険断面位置(GL=-550mm)と-850mm 位置の杭最
大曲げモーメントの分布を示す。図中の破線(オレンジ)は耐震補強前モデルを、実線(水色)
は耐震補強後モデルを示す。なお、GL=0 から GL=-550mm まではフーチングがあるため、
剛域として扱っている。 
 C 通りの全体で耐震補強後モデルの方が杭に発生する曲げモーメントが大きくなり、ほ
とんどの杭で曲げ破壊が発生した。耐震補強をすることによって、上部構造の保有水平耐力
が大きくなったことによって、杭に伝わる上部構造からの慣性力も大きくなった。それに対
し、耐震補強前モデルでは 1 階と 2 階の破壊が進んだことにより、上部構造からの慣性力
が頭打ちとなり、杭に伝わる力が小さくなった。 
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(a)危険断面位置(GL=-550) 
 
(b)GL=-850mm位置 
 
図 5.4.1 C通りにおける杭最大曲げモーメントの分布 
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 図 5.4.2に C-7 杭における最大曲げモーメント発生時の杭 M 分布を示す。図中の破線(オ
レンジ)は耐震補強前モデルを、実線(水色)は耐震補強後モデルを示す。耐震補強前モデル
では 120.14 秒時に、耐震補強後モデルでは 120.57 秒時に最大曲げモーメントが発生した。 
 杭に発生する曲げモーメントはフーチング底部の危険断面位置で最大となり、実被害を
概ね再現できた。耐震補強前モデルでは最大 229.37kN・m であったが、耐震補強後モデル
では最大 341.24kN・m となり、約 1.5 倍の曲げモーメントが発生した。 
 杭の接合状態は剛接合～半剛接合の間で分布していると考えられるため、実際には地中部
での曲げモーメントがさらに大きくなっている可能性がある。 
 
 
図 5.4.2 C-7杭の最大曲げモーメント発生時の杭 M図 
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 図 5.4.3 に C 通り-850mm 位置における杭水平地盤ばねの累積塑性変形倍率の分布を示
す。図中の破線(オレンジ)は耐震補強前モデルを、実線(水色)は耐震補強後モデルを示す。
耐震補強前モデルより、耐震補強後モデルの方が累積塑性変形倍率の値が大きくなってお
り、上部構造からの慣性力が大きくなったことで地盤の塑性化がより進行している。本研究
では入力した地震動が 10 秒間であるため、実際にはさらに地盤が塑性化する。地盤が塑性
化することによって、杭を水平方向に支持することができなくなり、破壊がさらに進行する
恐れがある。 
 
 
図 5.4.3 C通り-850mm位置における累積塑性変形倍率の分布 
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 図 5.4.4 に C 通りの杭に発生する長期軸力と最大軸力を、図 5.4.5 に最小軸力を示す。
巣中の緑は長期軸力を、オレンジは耐震補強前モデルを、水色は耐震補強後モデルを示す。
長期軸力は耐震補強前後で差が小さいため、耐震補強後モデルの長期軸力のみ載せている。
また図中の軸力 0kN は基礎浮き上がりを表している。 
 図 5.4.3の最大軸力について、ブレース設置位置での杭に発生する最大軸力が大きく、長
期軸力の約 3.7 倍の軸力が発生している。また、図 5.4.4の最小軸力についてもブレース設
置位置での基礎浮き上がりが発生しており、ブレース架構で応力が集中するため、変動軸力
が大きくなることがわかる。その他の場所では耐震補強前後で概ね同程度であったが、２方
向加力を行った場合、梁間方向には耐震壁があるため、その影響を受けることが考えられる。 
 
図 5.4.4 C通り杭最大軸力 
 
図 5.4.5 C通り杭最小軸力 
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 杭に最大圧縮軸力が加わるときについて、解析では耐震補強後モデルの C-7 杭で最大軸
力 3377kN が加わっており、杭 1 本あたりは 844kN 圧縮軸力を負担している。その際、当
時の JIS 規格を参考にコンクリート強度(39.2N/mm2)と鉄筋強度から圧縮耐力を計算する
と杭 1 本の圧縮耐力は 1854kN となり、圧縮破壊は発生しない。しかし、当時の設計図面が
不明であるため、上部構造と同等の強度のコンクリート(21.4N/mm2)を用いていた場合、圧
縮耐力は 1053kN となり、杭に加わる圧縮軸力が近いため、圧縮破壊する恐れがある。ま
た、杭の極限支持力についても同様のことが言える。 
 
 基礎浮き上がりが発生するときについて、解析モデルでは杭の曲げ耐力を算出する際、杭
1 本あたりに加わる軸力を平均値 239kN としている。実際には杭にかかる軸力は位置によ
って異なるため、長期軸力下では 60~330kN 程度で分布している。また、地震力が加わる
と軸力が小さくなる杭があり、基礎浮き上がりが発生する杭も存在する。その際に、軸力が
小さくなることで耐力が小さくなることが考えられる。また、杭の引抜きが発生した場合、
その杭には上部構造からの慣性力が伝わらず、その他の杭に慣性力が分配されるため、浮き
上がり発生していない杭に加わる力が大きくなる。特に、採掘調査が行われた C-7 杭と D-
18 杭の両隣の杭はどちらも基礎浮き上がりが発生しているため、過大な慣性力が加わった
可能性がある。 
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第 6章 結論 
 
6.1 結論 
 
2011 年の東北地方太平洋沖地震において，耐震補強されたにも関わらず，I 中学校普通教
室棟は上部構造では中破，基礎構造では大破の被害が生じた。本研究では当該建物に対して，
耐震補強前後の建物-杭-地盤連成系立体骨組モデルを作成し，耐震補強前後での建物の地震
応答性状および耐震補強が上部構造と基礎構造に与える効果について比較考察を行った。
以下に本研究で得られた知見を示す。 
 
 
1. 耐震補強後モデルの上部構造において，耐震補強を行った結果，鉄骨ブレースを設置し
た 1 階と 2 階で耐力の上昇が確認され，補強前に比べて変形が小さくなった。補強を
行わなかった 3 階では，補強前に比べて破壊が大きくなった。実被害と比較すると，解
析では鉄骨ブレース付帯柱での被害が過大評価となった。これは鉄骨枠組による付帯
柱の耐力上昇が考えられる。当該建物は耐震補強による 1 階と 2 階の水平剛性の増大
により，3 階の剛性が相対的に小さくなったことで 3 階の被害が大きくなった。 
 
2. 杭基礎構造において，耐震補強前モデルに比べて，耐震補強後モデルでは杭に発生する
曲げモーメントが大きくなり，ほとんどの杭で曲げ破壊が発生した。これは耐震補強に
よって上部構造の保有水平耐力が大きくなることによって上、杭に伝わる上部構造か
らの慣性力も大きくなった。また，鉄骨ブレース架構直下に杭では変動軸力が大きくな
り，基礎浮き上がりが発生した。杭に過大な軸力が加わることによる圧縮破壊や，基礎
浮き上がりによってその杭に入力されていた慣性力が他の杭に分配されて破壊する恐
れがある。杭の被害位置は概ね再現できた。 
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6.2 今後の課題 
 
 今後の課題としては、基礎梁水平抵抗ばねや杭頭固定度のより詳細な検討や、鉄骨ブレー
ス枠組のモデル化が望まれる。また、本研究では地震波の入力時間が 10 秒間と短かったた
め、より長い時間での地震応答解析が必要である。また、建物の杭コンクリート強度が不明
であったため、本研究では当時の JIS 規格を参照している。そのため、他の設計図面や文献
から適切なコンクリート強度の推定も必要である。 
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